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本県モノづくり産業発展の歴史
（勃

ぼ っ

興
こ う

と変遷）
1
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モノづくり立県いしかわの豊
ほ う

饒
じょ う

本県のモノづくりの歴史を紐解くと、能登の中
なか

居
い

鋳
い

物
も

師
じ

までさかのぼる。
そこから磨かれ育まれた技術は、加賀藩の御

お

細
さい

工
く

所
しょ

にも集約、
集積されたであろうことは想像に難

かた

くない。
まさに、モノづくりの豊かな歴史と風土に恵まれた地、
それが、石川なのである。

　その歴史は中世以前、古代にまでさかのぼるといわれる能登中
なか

居
い

鋳
い

物
もの

。鋤
すき

や鍋、釜など
も製造したが、製品のメーンは塩釜であった。製塩業の必需品として、塩釜の需要が長く
続いたのである。藩政時代に入ると、領内各地で鉄製品の生産が盛んになる。鉄砲、大

おお

筒
づつ

（大砲）、刀剣、槍
やり

などの武器がつくられるようになり、さらには包丁や、鉄・釘、小刀といっ
た生活関連品にまで広がっていった。

中居鋳物および関連資料（『石川県鉄工史』10・11頁）

序章



7

本県の産業集積の系譜

　加賀藩の文化政策により、芸能文化、工芸文化、さらには食文化が磨かれたが、技術的
な面では、御細工所の存在が特筆される。いうなれば藩営の工芸品製作工場だが、当初の
武具中心から、とくに3代藩主前

まえ

田
だ

利
とし

常
つね

以降の時代になると、蒔
まき

絵
え

や象
ぞう

嵌
がん

、和紙、竹細工な
どといった工芸品を幅広く扱うようになっていった。
　大名調度品などをつくっていた加賀藩御細工所では、地元の職人を重用するだけでな
く、学術、芸能、工芸に関わる人材を全国から集めたことが、文化的な広がり、技術の蓄積
につながったといえる。
　嘉永6年（1853）ペリーが浦賀に来港し、欧米列強への脅威から攘

じょうい

夷論が高まると、加賀
藩でも文久2年（1862）に七尾軍艦所がつくられ、沿岸に設けられた各台場には数門の大
砲が据

す

えられた。これらの軍艦づくり（修造）、大砲づくりに能登の鋳物師の技術の系譜が
息づいている。
　だが、古くから塩釜づくりで潤

うるお

い、その後には加賀藩の庇
ひ

護
ご

のもとで歩んできた鋳物師
たちは、明治維新という激動の中で、さらなる苦境に立ち向かわざるを得なかった。その
ための創意工夫や技術革新が、今につながるモノづくり産業の礎

いしずえ

となっていくのである。

企業例

加賀文化
（前田家の伝統工芸振興策）

金箔京都羽二重織

力織機

津田駒工業

アイ・オー・データ機器
PFU

ソフトウエア・PC周辺機器

澁谷工業
アサヒ装設
高井製作所
石野製作所

繊
維
製
品

食品産業
繊維工業
（染色整理、撚糸）

工作機械
省力化機器

中村留精密工業
高松機械工業

小松精練
北日本紡績

電気機械

制御
機器

陶磁器
漆器

鉱山用
掘削機器

自転車用木製リム

市場創出による展開
技術波及による展開
相互依存関係

自転車用チェーン

動力伝導装置

福祉機器

村田製作所
ナナオ
発紘電機

印刷業

醸造用機器

食品関連機器

大同工業

農業機械

鉱山（竹内鉱業）

建設機械

建設機械
向け部品

共和工業所コマツ

食文化

序
章　

モ
ノ
づ
く
り
立
県
い
し
か
わ
の
豊
饒

1

出典:『中小企業金融公庫調査部レポート（1998年20号）』3頁



8

　
先
せ ん

駆
く

者
し ゃ

たちの奔
ほ ん

走
そ う

＜明治＞

明治維新、そして断行された廃藩置県。
支配階層であった武士が没落し、
最大12万人超を数えた金沢の人口は、
明治29年（1896）には8万人台にまで激減する。
明治政府の殖産興業政策も、太平洋側が中心であり、
その恩恵を受けることが少なかったこの地では、
自ら走り出さざるをえなかったのである。
そんな、石川の産業振興に奔走した先駆者たちを追った。

工業の自律的な発展の礎を築く

　文化都市、観光都市だと見られがちな金沢だが、その都市圏人口でとらえれば70万人
超という規模の経済を支えてきたのは、観光産業や伝統工芸産業だけではないようだ。明
治以降の本県産業発展の原動力となったのは、工業の自律的な発展にほかならないとする
意見は多い。
　工業の自律的な発展の礎を築いた一人が士族の長

は

谷
せ

川
がわ

準
じゅん

也
や

である。明治初期に没落し
た士族を救済するため、製糸会社や撚

ねん

糸
し

会社を興
おこ

し産業振興を図った。富岡製糸場は全国
で最初に設置された官営模範器械製糸工場だが、長谷川が明治7年（1874）に興した金沢
製糸場は、当時全国で2番目の規模を誇った。長谷川は、明治10年（1877）に金沢撚糸会社
も興している。
　長谷川準也の奔走はとどまることなく、合わせて20を超える会社を興すとともに、尾

お

山
やま

神社の神門建設にも尽力。明治26年（1893）からの4年間は、第2代の金沢市長も務めてい
る。

織
おり

物
もの

業から織物機械産業へ

　江戸初期から全国に名前を知られていた加賀羽
は

二
ぶた

重
え

だが、明治中期になるとハンカチな
どに適した軽

かる

目
め

羽二重が輸出品として注目を集めるようになった。その生産拡大のため、

第1章
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桐
きりゅう

生（群馬県）から羽二重製織技術が本県に伝わったのは明治10年代後半だった。
　このように、製糸織物業が金沢の産業として広がっていくのだが、明治19年（1886）に
はすでに、士族の実業家・河

か わ い

合辰
たつ

太
た

郎
ろう

がその著『金沢論』で「金沢は、製糸織物を以
も

って産
業と定むべき」と記しているのも興味深い。
　絹織物の生産性を高めようと、国内初の力

りきしょっき

織機の開発に打ち込んだのが津
つ

田
だ

米
よね

次
じ

郎
ろう

で
あり、その津田式力織機を導入し、機械制の工場を稼動させたのが新興機業家・水

みず

登
と

勇
ゆう

太
た

郎
ろう

であった。
　もともとは福井羽二重の成功に追いつけと始められた金沢羽二重であったが、織物業だ
けを求めるのではなく、力織機をつくり機械工業というフィールドに道

みち

筋
すじ

をつけたことが、
福井県とは異なる特徴的なポイントであり、本県の機械産業発展の基礎となっている。
　この絹力織機が、県内各地、全国各地の織物産地の要望に応えようと、さまざまな工夫
を凝らすことで、多様な技術の蓄積がなされたことも忘れてはならない。実際、津田米次
郎から始まった力織機づくりは、本多式、松川式、田村式、杉本式など、次々に新しい力織
機が考案され、それぞれに性能、技術を磨

みが

き合い、明治から大正にかけて世に出た織機は
20数種を数える。やがて金沢織機はほぼ全国に行き渡り、さらには海を越えて朝鮮半島に
も出荷された。

津田式羽二重織機の実機（博物館明治
村）。津田米次郎が発明し、東京の松
尾工場で製品化される

津田式力織機（復元／日本工業大学 工業技
術博物館）。明治村の実機、石川県立歴
史博物館所蔵の当時の設計図をもと
に復元された

第
１
章　

先
駆
者
た
ち
の
奔
走〈
明
治
〉

1
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　大正に入ると、現在の本県のモノづくり産業を支える企業が次々に創業を迎える。それ
に先立つこと明治42年（1909）、津田米次郎の従

い と こ

弟の子にあたり、東京に出て共に織機づ
くりをしていた津

つ

田
だ

駒
こま

次
じ

郎
ろう

が、ひと足早く金沢に戻り、「津田駒次郎工場」という看板を掲
げている。のちの津田駒工業である。

明治・大正の力織機（『石川県鉄工史』56頁）

明治、大正年代に活躍した力織機いろいろ
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　このように、明治の殖産興
業の中、織物業にとどまるこ
となく、その織物業のための
織機をつくるという進展を遂
げて機械産業を生み出したこ
とが、その後の本県のモノづ
くり産業の流れをつくり、裾

すそ

野
の

を広げ、さまざまな分野で
トップシェアを誇るという技
術力の高さに結

けつ

実
じつ

していくの
である。

古くから息づいている
創意工夫の精神

　モノづくり、創意工夫、といったキーワードで思い浮かべる先駆者には、からくり師（科
学技術者）の大

おお

野
の

弁
べん

吉
きち

も忘れることはできない。三
さ ん ば そ う

番叟人形に代表されるからくり細工の
数々は、今も多くの人を楽しませてくれる。
　ユニークなところでは、日本で初めてマッチの製造を
開始した清

し

水
みず

誠
まこと

の名もある。欧州留学で知ったマッチづ
くりを、失業士族の救済のために役立てたことで知られ
る加賀藩士である。
　「渦

うず

巻
ま

きポンプに関する理論」を発表した機械工学者・
井
いの

口
くち

在
あり

屋
や

博士の出身は金沢の柿
かきのきばたけ

木畠であり、その理論を
もとに「うずまきポンプ」を発明した畠

はたけやまいっせい

山一清は旧七尾
城主一族のひとりであった。畠山一清は、荏

え

原
ばら

製作所（東
京都）の創立者であり、発電用車、送風機、水中モーター
ポンプなど数十種の製品を世に出している。
　このように、本県は創意工夫への思いがあふれている
地であり、数多くの先駆者たちが、現在の「モノづくり
立県」のルーツになっているのはいうまでもない。

茶を置くと動き出す茶運び人形
（石川県金沢港大野からくり記念館）

昭和10年（1935）の金沢織機分布図
（『金澤の絹力織機』冒頭）

第
１
章　

先
駆
者
た
ち
の
奔
走〈
明
治
〉

1
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近代工業への加速＜大正＞

本県のモノづくり産業が手工業から脱皮し、
近代工業への移行を加速させたのが大正時代であり、
歴史に名を刻む多くの企業が創業している。
各企業が、本県のモノづくり産業に果たした役割を考えるとともに、
今につながる流れを追った。

出そろった織機づくりの本流

　津田駒次郎が明治42年（1909）に「津田駒次郎工場」という看板を掲げ、津田式力織機
をベースにした力織機をつくり始めたのが津田駒工業のルーツであることは前章（P10）で
も述べた。その設立当初から木工部と鉄工部があったことからも分かるとおり、当初は半

はん

木
もく

製
せい

織
しょっき

機だった。その後ロングセラーの名機とも呼ばれるK型織機が誕生し、「織機の津
田駒」の名を確かなものにし
ていく。
　やがて織機製作の流れに
加わったのが、米次郎の子の
機
き

三
ぞう

が大正6年（1917）に福
井の機業家・西野幸作の資
力を得て設立した津田製作
所で、のちの北陸機械工業
である。
　さらに大正10年（1921）に
は、直

なお

山
やま

与
よ

二
じ

が石川製作所
を興し、繊維機械の本流としての津田駒工業、北陸機械工業、石川製作所という3つの流
れが出そろうことになる。
　石川製作所は、大阪の石井鉄工所で鉄工技術を身につけた直山与二が金沢に帰郷し、個
人経営の鉄工所としてスタートさせた。当初つくっていたのは、モミスリ機や脱穀機など
の農機具だったが、大阪時代のツテもあって造船や、紡

ぼうしょく

織の下請け仕事にも手を広げたこ

K型織機（津田駒工業本社）

第2章
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とで業務が拡大していった。多岐にわたる新分野の開発により蓄積された技術力は現在も
受け継がれ、段ボール製

せい

函
かん

印刷機、防衛関連機器、高速微小チップ外観検査装置、超音波
骨量測定装置など、さまざまな産業分野で活躍している。

鉱山開発から建設機械産業が誕生

　明治35年（1902）、遊
ゆう

泉
せん

寺
じ

銅山開発に着手し、
小松−遊泉寺の8キロに専用鉄道を敷設したの
は、竹

たけ

内
うち

明
めい

太
た

郎
ろう

である。高知県出身の実業家で
あり衆議院議員、元首相・吉田茂の長兄にあた
り、「工業富国基」という強い信念のもと、工業
技術面で欧米に比べ大きく立ち遅れていた日本
の工業立国化に大きく貢献した人物だ。
　竹内は、藩政期に藩の有力な財源であった銅
山の採

さい

掘
くつ

権を取得すると、採掘を人力より機械
化するために神

み

子
こ

清
し

水
みず

発電所を建設した。精
せい

煉
れん

方法も溶
よう

鉱
こう

炉
ろ

に変え、さらに電気分銅所を設置
しその規模を拡大した。大正6年（1917）、その遊
泉寺銅山の付属施設として設立したのが小松鉄
工所である。翌7年（1918）には見

みならいせい

習生養成所（の
ちの工科青年学校）が設けられるなど、当初か
ら技術への思いは強かったことがうかがえる。
　小松鉄工所でつくっていたのは、自家用の工
作機械と、銅山で使用する鉱山用機械であったが、それらの製品のより一層の販路拡大を
目指したことが、大正10年（1921）の小松製作所（コマツ）の創立につながったのである。
　以来、昭和20年（1945）の終戦までの期間に限っても、国産最大2200トン熱板プレス、
700トンクランクプレス、2000トン水圧プレスなどを次々に開発した。さらに農林省から
トラクタ国産化の要請を受け、昭和7年（1932）に4気筒の縦型水冷ガソリンエンジンを搭

とう

載
さい

した農地開
かい

墾
こん

用T25トラクタを開発し、昭和18年（1943）にかけて238台が製造された。
国内初の農地開墾用トラクタである。
　昭和10年（1935）には牧草地の開墾用としてG40トラクタが開発され、10年間で421台
が製造された。そして昭和18年（1943）、油

ゆ

圧
あつ

式の排
はい

土
ど

板
ばん

装置がこのG40に取り付けられ、
「小松1型均土機」と名づけられた。これが国産ブルドーザの元祖である。
　終戦後、食料増産のための開墾や国土復興需要によりブルドーザを量産するなか、建設

T25トラクタ（コマツ粟津工場）

G40トラクタ（コマツ粟津工場）

第
２
章　

近
代
工
業
へ
の
加
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大
正
〉
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省の建設機械整備費などによりブルドーザの需要がさらに伸び、昭和25年（1950）には総
売上の53％をブルドーザが占めるようになった。やがて、高度成長期の各種土木工事の増
大を受け「ブルドーザのコマツ」の地位が確立する。

伝統の山
やま

中
なか

漆
しっ

器
き

から生まれた機械産業

　千
せん

筋
すじ

挽
び

きなど轆
ろく

轤
ろ

を使った意匠で知られ、江戸
時代元禄のころから山中温泉の土産品としてあっ
た山中漆器。明治36年（1903）に、この木地轆轤
挽き技術を活かして、自転車の木製リムの製造を
始めたのが新

あら

家
や

熊
くま

吉
きち

であった。山中漆器の販売で
ロシアのウラジオストックを訪れた際、木製リム
の自転車が走っているのを見た熊吉が「漆器の木
地同様に丸いので、ものになるのでは」とひらめ
いたのが製造のきっかけという。当初は個人事業
だったのだが、大正2年（1913）には長男とともに
渡英して技術を学ぶなど、創意工夫を重ねたうえ
で、やがて金属製リムの生産に成功し、大正8年

（1919）に新家自転車製造を設立する。その後、昭
和8年（1933）に国益チエンを設立し、昭和10年

（1935）大同チエンに改称、昭和13年（1938）に現
在の大同工業となる。
　昭和30年代、本田技研工業（ホンダ）が世界の
オートバイレースに参戦するが、そのチェーンを
提供したのが大同工業であった。そして今、モー
ターサイクルチェーンで世界ナンバーワンの実
績を誇る。このチェーンの技術は、産業機械、リ
ム・ホイール、コンベアシステム、さらには福祉
機器の分野にまで取り入れられ、あらゆる機械の
重要なパーツとして活躍の場を広げている。

食品機械分野のさきがけ、高井兄弟商会

　技術屋、発明家としての素
そ

養
よう

を持ちながら金沢で豆腐店を営んでいた高
たか

井
い

亀
かめ

次
じ

郎
ろう

は、大
正6年（1917）、高井兄弟商会を設立し、重労働である大豆の粉砕を省力化するため、日本

自転車用木製リム（大同工業本社）

DK415Tチェーン（大同工業本社）
昭和38年（1963）に鈴鹿サーキットで開催さ
れたオートバイ世界選手権第1回日本グランプ
リの50cc優勝車に使用された



初のロール式の大豆粉砕装置を開発する。評判を聞い
た近隣の同業者から注文が相次ぎ、県外の豆腐店から
も引き合いがあった。こうして、自ら考案した豆腐製
造機械の製造販売が本業となっていったのである。
　発明家として数々の特許、実用新案を手にするとと
もに、その豊かな発想は、経営戦略にもいかんなく発
揮された。全国の豆腐店の名簿を作成し、ダイレクト
メールを発信することで、通信販売でも実績を上げた
のである。また、昭和2年（1927）には、月刊で『東洋一
豆腐時報』という機関紙を発行。昭和21年（1946）に
現在の高井製作所となった後も、『とうふ新聞』と名を
変えて継続するなど、エンジニアリングとマーケティ
ングの両面で特

とく

筆
ひつ

すべき企業のひとつといえる。

自動車産業の一
いち

翼
よく

を担う

　自動車関連産業の流れを興したのは、大正13年（1924）に金沢市象
ぞう

眼
がん

町
まち

で自動車車体工
場としての美川ボデーを創業した永

なが

崎
さき

清
せい

太
た

郎
ろう

である。大正の始めから美川地区で木造船
づくりを手がけていたこともあり、ケヤキ材を使った堅

けん

牢
ろう

な車体が好評だったという。昭
和17年（1942）に設立された金沢航空工業では、飛行機用部品の製造を開始。昭和21年

（1946）に金沢産業に改称し飛行機からバス車体の製造へと転換している。金沢産業は、昭
和40年（1965）に金産自動車工業に改称、のちの日野車体工業金沢工場の設立へとつなが
り、バスとコンテナは日野車体が、美川ボデーはトラックと役割分担ができていった。
　さらに車両関連では、配達用函

はこ

車
しゃ

や乳母車などの軽車両という分野もあり、県内の車両
関連企業が戦後の一時期、食料増産用の農業用をはじめ、産業や建設の用途にも販路を広
げた結果、全国シェアの80％あまりを占めたことがある。ピークは昭和24年（1949）ごろ
とみられ、金沢市内だけで36社、修理12工場があり、県内では43社を数えるほどであっ
た。その中でも昭和7年（1932）創業の金沢車輌は、現在、手押しサービスワゴンのシェア
トップメーカーである。
　このようにボデーなどの車
両関連工業も、ほかの機械工
業と連関しながら幅広く展開
し、自動車産業の一翼を担っ
たのである。

当時のボデー（『石川県鉄工史』238頁）

第
２
章　

近
代
工
業
へ
の
加
速〈
大
正
〉

1

15

大豆粉砕装置（高井製作所本社）
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不況下、戦時下での蓄
ち く

積
せ き

＜戦前の昭和＞

大正後半からの不況、
さらには世界恐慌の渦に巻き込まれながらも、
今につながる技術の蓄積が進んだ時代でもある。
戦時下という特殊性をふまえながら、
戦前の昭和という時代のモノづくりを追った。

織機の性能試験を実施

　多彩な様式の織機が、それぞれに性能を競い合っていた昭和初期。時代の脚光を浴びた
人
じん

絹
けん

織物や富
ふ

士
じ

絹
ぎぬ

の生産をめざして昭和5年（1930）に設立されたマルサン織物工業組合
では、工場に導入する織機を決定するため、史上初となる性能試験の実施を計画した。
　試験は昭和6年（1931）10月から翌7年（1932）3月にかけて、石川県立工業試験場で行わ
れた。成功のうちに終わった性能試験をうけて、県知事をはじめ多くの来賓を迎えての終
了式が盛大に行われたという。その後のさらなる技術開発のための大きな動機づけともな
り、県立工業試験場の役割の大きさが認められるきっかけとなったことも想像に難くない。

昭和8年（1933）ごろの石川県立工業試験場（『明日をめざして』46頁）

第3章
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軍事下でのモノづくり

　性能試験が行われた昭和6年（1931）には満州事変が勃発、強硬外交へと転換した日本
はやがて泥沼の戦争へと突入する。昭和8年（1933）に国際連盟を脱退、同12年（1937）の
盧溝橋事件を発端として中国との全面戦争に突入、そして同16年（1941）の真珠湾攻撃に
より対米英開戦に踏み切ると、モノづくり産業もまた戦時色を強めていく。明治後期から
大正、昭和初期と、次々と創業し、足元を固めていたモノづくり産業の軍需への転換もま
た避けがたい時代の要請であった。
　しかし、そのような軍需品づくりの中にあっても、新たな技術が着実に蓄積された。例
えば、昭和13年（1938）に海軍管理工場の指定を受けた小松製作所では、軍用特殊牽

けん

引
いん

車
ロケ車を開発し、さらに軍需会社に指定された昭和19年（1944）には、軍用D50型ブルドー
ザの原型となるトロ車を試作している。
　ところで、当時輸入に頼っていた工作機械の国産化は、日本にとっての悲願であった。
戦時下に入る以前から、織機だけでなく精密工業の分野を視野に入れていた津田駒工業
は、軍監督工場の指定を受けたとき、工作機械を生産品目として選択している。昭和14年

（1939）には、小松製作所などと提携しインデックスセンタ（割出台）の試作に成功。当時
の日本ではまだこれを完成する技術はなかったが、このとき培

つちか

った技術が、津田駒工業の
工作用機器部門に生かされ、現在の津田駒工業を牽引する「織機部門」と「工機部門」とい
う両輪の基礎が築かれたといえる。当時社長の津田駒次郎が、チェーン製造プラントメー
カーである松田機械製作所（東京都）創業者の松

まつ

田
だ

良
りょうじ

治（金沢市出身）を、津田駒工業の技
術全般を担当する製造部長として迎え入れたのも昭和16年（1941）のことであった。
　同じく織機を製造していた津田製作所も、昭和13年（1938）に絹織機の製造が禁止され
たのを受け、工作機械を手がけ始めた。昭和18年（1943）には、北陸機械工業と改称し、旋

せん

盤
ばん

、フライス盤づくりに注力した。
　昭和13年（1938）、国の方針に従い産業界が民需から軍需へと舵

かじ

を切る中、石川製作所
もまた工作機械分野を手掛けている。海軍省認定工場であった不

ふ

二
じ

越
こし

（富山市）と提携し、
ドリルやベアリングなど不二越で使う工作用機器を製造した。
　この戦時色を強める時代にあって創業した企業に、大日特殊工作所がある。昭和12年

（1937）に創業。高精度な電気機器、機械器具づくりに定評があり、軍からの要請で、海軍
の配電盤、分電盤の製造を請け負うようになった。現在の大日製作所である。

第
３
章　

不
況
下
、
戦
時
下
で
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蓄
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戦後復興から高度成長へ＜戦後の昭和＞

織物業から織機へ、そして工作機械へ。
食文化・食品製造から食品機械へ。
漆器製造から搬

はん

送
そう

機械へ。鉱山経営から建設機械へ。
これらの本流を受け継いだ新たな企業の創業が続くとともに、
もう一つの本流としてIT産業が登場。
本県のモノづくり産業の流れは、さらに広がりを持って加速していく。

 （１）機械工業のさらなる成長

織機および工作機械分野の広がり

　昭和20年（1945）終戦を迎えた日本。まさにゼロからの再出発であり、米軍の空襲を受
けなかったとはいえ本県のモノづくり産業もまた、復興への道のりは険

けわ

しかった。しかし
昭和25年（1950）、朝鮮戦争が勃

ぼっ

発
ぱつ

すると日本経済は復活の足がかりをつかみ、衣料不足
の中でガチャンと織れば1万円儲かるという「ガチャマン景気」が経済復興を牽引した。
　戦後復興から高度成長期にかけて、織機業界では織機の高速化、革新織機の開発競争が
過熱する。津田駒工業が、昭和31年（1956）、緯

よこ

糸
いと

を走らせる杼
ひ

（シャットル）を自動的に交
換できるようにしたLMD型自動織機を開発すると、織機のオートメーション化の流れは、
岩
いわ

戸
と

景気、いざなぎ景気へと連なる経済復興とともに加速した。そして昭和42年（1967）

津田駒工業のウォータージェットルーム「ZW」1号機 津田駒工業のエアジェットルーム「ZA」1号機

第4章
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にはフランスのSACM社と技術提携し、国産初のレピアルームの開発に成功する。
　織機業界はその後も好不況の波に大きく左右される。昭和46年（1971）のスミソニアン
合意を経て円が変動相場制に移行すると、輸出企業へと脱皮した織機メーカーは為替相
場の展開に翻

ほん

弄
ろう

され、昭和46年（1971）のドルショック、続くオイルショックの渦に巻き込
まれると、大きな打撃を受けた。多くのメーカーが業種転換や事業領域の多角化を図り、
北陸機械工業のように倒産を余儀なくされる企業も続出した。
　このピンチを乗り越えるべく、津田駒工業はあえて経営資源を専門分野に集中し、革新
織機の開発競争に真正面から取り組んだ。昭和50年（1975）にウォータージェットルーム
の試作機を完成させ、翌51年（1976）に大阪国際繊維機械展で初公開すると、その飛躍的
な生産性向上に世界が注目した。さらに昭和52年（1977）には、国内初となるエアジェッ
トルームを開発、ついに超自動織機時代の先頭へと躍

おど

り出る。
　当時、津田駒工業は日産自動車（東京都）や豊田自動織機製作所（愛知県、現豊田自動織
機）との間で、緯糸を送り出す際にポイントとなる空気効率の優劣を競っていたが、津田
駒工業が開発した緯糸挿入システムは、空気効率は良くなかったものの高速性と柔軟性に
秀
ひい

で、結果として他の方式よりも高生産性を実現させ、その後のエアジェットルームの世
界標準になっていった。水や空気によって緯糸を挿入するジェットルームという革新技術
を具現化することで、津田駒工業は復活の足がかりをつかんだのである。
　景気に左右されながらも、本県の産業をリードしてきた織機産業の流れから工作機械開
発の歴史がスタートしていることも、また事実である。ちなみに本県の工作機械の芽生え
を探ると、昭和5年（1930）ごろの釜

かま

谷
たに

鉄工所にまでさかのぼる。また、昭和7年（1932）に
開催された「金沢・産業と観光の
大博覧会」に二番横フライス盤を
出品した多川製作所の名も覚えて
おきたい。
　前章（P17）でも述べたが、工作
機械がその土台を大きくしたの
は、戦時下という特殊性もあった。
だが何より工作機械発展の土台と
なっているのは、織機づくり技術
にほかならない。繊維・織機産業
が核となって基盤的な技術を形成し、電気機械も含め新しい産業を石川の地に根付かせ
た。織機メーカーから派生する形での設立や、あるいは織機メーカー出身者が創業した工
作機械メーカーが少なくないことが、それを裏付けているといえよう。
　戦後、まず昭和23年（1948）に創業したのが、のちの高松機械工業である。高

たか

松
まつ

喜
き

一
いち

が
個人経営の高松鉄工所として創業し、北陸機械工業の下請けとして織機部品の製造から

金沢・産業と観光の大博覧会（『20世紀の照像』122頁）
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スタートしたが、昭和35年（1960）の面
めん

取
とり

旋
せん

盤
ばん

「メ
ントリーT600型」の開発が転機となり、工作機
械産業への進出を果たした。同シリーズの中には、
コンピュータ制御のCNC旋盤となった現在も、細
かい修正用のサブマシンとして現役で稼動してい
るものもあるという。その後、昭和49年（1974）に

「お客様にメリットを提供する」という願いを込め
た精密油圧自動旋盤メリターを開発すると、加工
に合わせて仕様を選べるシステムがユーザーの心
を鷲づかみにし、超ロングセラーとなる。そして
昭和51年（1976）に日本初のCRT付対話型CNC
旋盤TCC−8を開発し、東京国際見本市で脚

きゃっ

光
こう

を浴びた。発売当初は、なぜテレビ画面が付いて
いるのだという驚きで迎えられもしたが、一つひ
とつの操作を画面で確認できるのは画期的だっ
た。同社は現在まで延べ3万台ものCNC旋盤を世
界に送り続けている。
　高松機械工業創業の翌年、昭和24年（1949）に
は、のちの中村留精密工業が産

うぶ

声
ごえ

を上げる。金
沢市新

しん

竪
たて

町
まち

に中村鉄工所を興した中
なか

村
むら

留
とめ

男
お

もま
た、津田駒工業に勤務していた一人であった。当
初は、津田駒工業をはじめ、オリエンタルチエン
工業や小松製作所の下請けとして歩み始めたが、
メーカーを志し工作機械の自動化に取り組む。そ
れはユーザーの要望であるとともに、社員たちの
要望でもあった。昭和37年（1962）に油

あぶらみぞ

溝切
きり

旋盤、
そして同38年（1963）には、日本で初めて自動化
に成功して大ヒット商品となった油圧自動タレッ
ト旋盤NT5型を開発。工作機械メーカーとして
の足場を固める。
　昭和47年（1972）には全自動立形レンズ芯

しん

取
とり

機、
同49年（1974）NC旋盤、同55年（1975）マシニン
グセンタ、同63年（1988）初の対向型2スピンドル
CNC旋盤と、次々に開発し、工作機械の中村留と
してのブランドを確立していく。

メントリーT600型（当時の製品パンフレット）

TCC‐8（高松機械工業本社）

メリター（高松機械工業本社）

油圧自動タレット旋盤NT5型
（中村留精密工業本社）
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食文化が息づく食品機械産業

　本県の食品機械産業の草分け的存在といえば、まずは高井製作所の豆腐製造機械が挙
げられるが、さらにそれ以前に白尾鉄工所がこんにゃく製造機を開発していたことも記し
ておきたい。また、びん洗機や、びん詰機械、業務用厨房機器、寿司コンベア、自動もちつ
き機など、本県の食文化の多様性と呼応するかのように、食品機械産業の懐もまた深いも
のがある。
　創業の早い年代順にたどれば、まず昭和24年（1949）に社名を変更した澁谷工業。創業
そのものは昭和6年（1931）の澁谷商店の発足にまでさかのぼる。「日

にち

榮
えい

」で知られる地元清
酒メーカー中村酒造などに燃焼器などの醸造用品を販売する商店として発足したのであ
る。その創業者である澁

しぶ

谷
や

庚
か

子
し

智
ち

は、大阪の醸造機器メーカーの出身であり、戦後になっ
て、醸造メーカーなどに向けてびん洗機やびん詰機を生産するようになった。特筆すべき
は昭和28年（1953）製造の二

に

連
れん

式
しき

壜
びん

洗
せん

機
き

で、一升びん用のびん洗機で2本のび
んの内外を同時に洗浄できるため、作業
効率の向上に貢献した。また、昭和30年

（1955）に製造した堅
たて

型
がた

セライト濾
ろ

過
か

器
き

は清酒のろ過装置として画期的な機械
であった。その後、昭和34年（1959）に
は各工程の機械を一連化した清酒用の
自動充填機械としてボトリングシステ
ムの開発に成功。中小酒造メーカーの要
望に着目し、多品種少量生産に対応でき
るようにした。昭和58年（1983）ごろに
は先発大手を追い抜きトップメーカー
となるのだが、その素

もと

となる多品種兼用
化技術は独自に育ててきたものである。
　昭和28年（1953）には、アサヒ装設が
創業。教員出身の創業者ということで、
その労使一体のユニークな経営思想で
も知られている。昭和40年（1965）に開
発した連続揚げ物機「ハイコックフライヤー」、さらには「ハイコックブロイラー」「オート
チャコール」など、独創的な食品機械で市場を世界に広げている。
　独創的で、あふれんばかりのアイデアを形にし続けてきたのが、昭和34年（1959）創業
の石野製作所である。創業時の社名は金沢発条商会であり、スプリングの製造・販売から

二連式壜洗機（澁谷工業本社）

堅型セライト濾過器（澁谷工業本社）
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スタートしている。昭和35年（1960）には現在の社名に
変更したのだが、そのころ開発や製造した機械は、大
豆タンパク機械、しいたけ乾燥機、一人でも袋詰めが
可能なイシノ式麻

ま

袋
たい

開
かい

口
こう

器
き

など、まさにニッチな分野
であった。
　やがて昭和46年（1971）に回転寿司店に取り付ける
自動給茶装置を開発し、県外にも販路を拡大している。
そして昭和49年（1974）開発の、自動給茶装置をドッ
キングさせた自動給茶装置付寿司コンベア機は、従
業員の手間を大幅に削減できることで脚光を浴び、特
許を取得。その後に寿司コンベア機の全国納入実績ナ
ンバーワンとなる契機となった。さらに世界的な和食
ブームも追い風となり、シェアを海外に
まで広げている。以降も全自動システム
から周辺機器までをトータルに開発し、
外食産業を設備面から支え続けている。

チェーン・リム／搬送機械分野の充実

　山中漆器の木
き

地
じ

挽
び

きをルーツとする
チェーン製作。その先駆者でもある大同
工業の流れを江沼チエン製作所、それに
月星製作所などが受け継いでいる。
　さらにまた、津田駒工業の流れから生まれたチェーン・リム関連企業もある。昭和22年

（1947）に創業したのが、オリエンタルチエン工業。伝動と搬送の専門メーカーであり、産
業機器はもちろん、OA機器、医療用機器にも活躍の場を広げている。織機メーカーとも少
なからず関わりがあり、前章（P17）でも述べたが、創業者の松田良治が、戦時中の昭和16
年（1941）から同19年（1944）まで、津田駒次郎に招かれ、技術部門の指導および生産管理
の合理化に携わっていたのである。
　機械器具、工業用品の販売会社からスタートし、現在では垂直搬送システム、小物自動
仕分けシステムなどでトップシェアを占めるのがホクショーである。昭和27年（1952）に、
金沢市田丸町で北商株式会社として創業。販売から製造へと業態を変える転機となった
のが、昭和30年（1955）に開発した可倒式の傾斜コンベア「ポータブルスラットコンべア」
である。これにより倉庫内での荷

に

役
やく

作業の省力化を実現。以来、流通分野からの多様な
ニーズに応え続けている。

給湯給茶装置付寿司コンベア機（石野製作所開発センター）
昭和63年（1988）の製造で、現存が確認された同社最古
の寿司コンベア機

イシノ式麻袋開口器（石野製作所開発センター）
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「世界のコマツ」へ

　小松製作所の歴史の中で、必ず出てくるのが「マルA対策」。マルA対策とは、昭和35
年（1960）の貿易為替自由化の流れの中で、世界最大のブルドーザメーカー・キャタピラー
社の日本進出を迎え撃つための対策のことだ。徹底した負荷試験や、販売・サービスまで
入ったTQC（Total Quality Control,総合的品質管理）の導入などを背景に、当時日本一の
生産量を誇った鋳

ちゅうぞう

造からも脱皮、鍛
たん

造
ぞう

・板金へと移行していった。このときに功を奏した
外国資本に対する積極的な経営姿勢が今日まで受け継がれ、「世界のコマツ」の名を揺る
ぎないものにしている。
　小松製作所の歩みを語り継ぐモノとして、コマツ粟津工場にはメモリアルなトラクタや
ブルドーザが残されている。前述（P13）の「T25 」「G40」のほか、昭和33年（1958）製造の
D50-S8ドーザーショベル1号機、コマツで最も古い昭和40年（1965）製造のJH30B
ペイローダなどが展示されており、それぞれのマシンにまつわるエピソードが同社の歴史
の深さを物語っている。

裾野が広い本県のモノづくり産業

　世界のコマツを支えている協力企業の存在も忘
れてはならない。織機関連企業同様、建設機械関
連の裾野も非常に広く、県内のコマツの協力企業
数は約100社に上る。昭和25年（1950）にはネジ・
ボルト関連で共和工業所が、昭和38年（1963）に
は鋼材事業で小松鋼機がそれぞれ発足するなど、
多くの企業が創業していることを付記しておく。
　また、小松製作所の地元である小松地区では、
コマニー、小松ウォールという間

ま

仕
じ

切
き

りメーカー
の存在も大きい。平成14年（2002）には、日野車体
工業といすゞ自動車のバス部門が統合し、本社を
小松市に置くジェイ・バスが発足している。なお同
年には、日野車体工業のトラック事業を分社化す
る形で、トラックのボデーを製造するトランテッ
クスが発足している。
　能登地区には、昭和53年（1978）に、サンケン電
気グループの一員として創業した石川サンケンが
ある。製造した半導体は、パソコンや家電製品、自 JH30Bペイローダ（コマツ粟津工場）
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D50-S8ドーザーショベル1号機（コマツ粟津工場）
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動車、情報・通信機器など、多彩な製品に使われている。
　このように、本県の機械産業分野の系譜をたどると、それぞれに濃淡はあるのだが、各
企業のつながりやネットワークの存在が浮かび上がる。有力な機械メーカーと協力会社、
さらには地元の下請けという縦の関係ももちろんあるのだが、本県の企業間のつながり
は、例えば豊田や日立といった巨大な企業城下町とは趣

おもむき

を異
こと

にする。
　織機、工作機械、食品機械、搬送機械、建設機械と、本県のモノづくり産業は多角的に
発展し、多様な横のつながりもまた特徴的だといえる。

 （2）IT産業の勃興と変遷

全国トップクラスのIT産業集積度

　人口当たりの情報サービス産業事業所数から算出した都道府県別の統計データでは近
年、IT産業の集積度において、東京、大阪に並んで本県が3、4位にランクされている。本
県の情報産業基盤が充実している裏付けといえる。

　このような情報産業の集積理由を探るとき、その一考察として印刷業の伝統と充実から
アプローチする論もある。金沢では早い時代から印刷業が始まっていて、もともと文化的
な土壌、情報への親和性に恵まれていたことが、デジタルへと技術は変化しながらも抵抗
なく受け入れられた要因となったのかもしれない。

人口10万人当たりの情報サービス産業事業所数の上位県
東京都
大阪府
福岡県
石川県
愛知県

広島県
福井県

神奈川県
沖縄県
香川県

38 22 22 23 24 23 24 27
21

出典：経済産業省「特定情報サービス産業実態調査・情報サービス業編」と総務省「住民基本台帳調査」より算出
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県内各地でIT企業が誕生

　昭和における本県のIT産業の流れを振
り返ると、昭和35年（1960）に創業したウ
ノケ電子工業から、能登電子工業、羽咋電
機、三谷産業、石川電子計算センター、ア
イ・オー・データ機器など、県内各地で
IT企業が誕生していることがわかる。
　繊維産業が盛んな町であった宇ノ気（現
かほく市）において、その繊維産業の落ち
込みを目にし、ふるさとの活性化をめざし
た地元の歯科医・深

ふか

江
え

溢
えつ

郎
ろう

が出資し設立
したのが、ウノケ電子工業である。その設
立と同時に電子計算機の開発を手がけ、昭
和36年（1961）に試作機として完成させた
のが、U

ユーザック

SAC5010。また、商用機である
USAC3010も、翌37年（1962）に 世 に
出している。このUSAC3010は、同年に金
沢の大和百貨店で開催された「ユーザック
フェア」で好評を博すなど、ユーザックブ
ランドの認知拡大に大きく貢献した機種
である。翌38年（1963）にはさらに小型化
したUSAC1010も開発した。
　やがて販売も順調に伸び、ユーザックブ
ランドの知名度が上がってきたのを機に、
昭和44年（1969）にユーザック電子工業と
社名を変更。昭和46年（1971）に発売した
USAC720はさらに小型化を実現し、業
務効率化を狙う中小企業がこぞって購入した。社名変更と相まって、同社を創業期から成
長期へと導いた1台である。
　その後、昭和62年（1987）にパナファコムと合併、PFUとなり現在に至っている。現在
のPFUは、電子計算機ビジネスが中心ではなく、コンピュータのハード・ソフト開発な
ど幅広いビジネスを行っている。中でもイメージスキャナは世界トップシェアを誇ってい
る。スキャナに当時の技術が直接活かされているわけではないが、培われた「モノづくり
スピリッツ」は現在も脈々と受け継がれ、同社の土台を支えている。

USAC3010（PFU本社）

USAC1010（PFU本社）

USAC720（PFU本社）
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　能登地区でのIT企業の誕生が続くが、昭和41年（1966）に村田製作所（京都府）を羽咋
市に誘致する形で、能登電子工業が設立された。設立当初からのセラミックフィルタをは
じめ、セラミック発

はっ

振
しん

子
し

など圧電製品製造の拠点で、平成2年（1990）には、社名を現在の
ハクイ村田製作所に変更している。ちなみに、セラミックをベースとした電子デバイスの
グローバル企業である村田製作所は、創業者村

むら

田
た

昭
あきら

の父である村
むら

田
た

吉
きち

良
ろう

が京都で始めた
村田製陶所に端を発しているが、この吉良は石川県河北郡浅川村（現金沢市）の出身で、
17歳になるまで金沢市で農業に従事していた人物である。
　次に、産業資材販売の老舗企業が、IT産業分野に進出するという動きも記しておきた
い。昭和41年（1966）に、三谷産業がコンピュータの販売を開始した。三谷産業の歴史は古
く、三谷合名会社の金沢出張所として昭和3年（1928）に創業している。三谷合名会社は、
石炭、コークス、セメントなど産業資材の販売会社であり、三谷産業もまた産業資材を扱っ
ていたのだが、コンピュータの販売を開始して以来、現在も情報システム関連事業を積極
的に展開している。
　三谷産業がコンピュータの販売を開始した2年後、昭和43年（1968）に設立されたのが、
現在のナナオの前身、羽咋電機である。その後、昭和48年（1973）3月には、ナナオに商号

変更し、電子機器の生産・販売を開始する。昭和
53年（1978）にはテーブル型のテレビゲーム機を
開発、生産販売。翌54年（1979）には電子機器製
造を行っていた七尾電機を子会社化。昭和56年

（1981）には、松任市（現白山市）に工場を建設、
操業を開始している。ハイクオリティのディスプ
レイが世界的に認められているが、その原点と
なるのが昭和60年（1985）に開発・生産したコ
ンピュータ用CRTモニターだ。ヨーロッパでは

「EIZO」、北米では「NANAO」のブランド名で販売され、特に品質に厳しいヨーロッパで
高い評価を得た。本社のショールームには、高解像度表示をサポートしてヒットした昭和
63年（1988）製の後継機「FLEXSCAN 9070S」が展示されている。現在では「EIZO」ブラ
ンドに統一した戦略的な販路拡大を続けている。
　ITのハードウェアに対して、ソフトウェア、システム開発も、ある意味では目に見えな
いモノづくりといえる。昭和47年（1972）には石川電子計算センターが設立している。昭
和62年（1987）に社名変更した、現在の石川コンピュータ・センターである。

繊機とITの接点

　アイ・オー・データ機器は、昭和51年（1976）に現社長の細
ほそ

野
の

昭
あき

雄
お

が個人で創業。自宅

FLEXSCAN 9070S（ナナオ本社）
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のガレージを自社工場としてスタートさせ、
現在ではコンピュータ機器関連の製造販売で
トップグループを走り続けている。
　受注生産から量産への転機となったのは、
昭和59年（1984）開発の増設メモリボードだ。
特許を囲い込むのではなく、業界標準として
公開する「I･Oバンク方式」を採用したことが、
トップリーダーとしての今日の姿につながっ
ている。
　同社が創業当時から数年に渡って力を入れ
たのが、地元織物工場の自動化である。ほぼ365日24時間連続で稼動する200台から300
台もの織機の管理を自動化するため、昭和54年（1979）にオンライン織

しょくふ

布工場管理システ
ムを開発。経

たて

糸と緯
よこ

糸、そのどちらが切れてストップしているのかを自動で判別し、稼働
率を計算。織機自体が持っている高生産性という性能が、管理システムを導入することで、
さらなる高生産性を実現したのである。
まさに県内における機械産業とIT産業
の連携の一例といえる。
　このとき「織物の図案を型紙に切り
抜く工程をコンピュータ化できないだ
ろうか」という相談を受けて、試行錯誤
を経て同年につくり上げたのが、200ミ
リ×1200ミリの反射式スキャナーであ
る。
　このような織機とITの接点をみる
と、まさに本県のモノづくり産業が大きな連関を成

な

していることを思わずにはいられない。
そして本県におけるIT産業の集積と技術力の高さが、昭和後期以降、小松村田製作所・
金沢村田製作所等の村田製作所グループ、北陸日本電気ソフトウェア（NECソフトウェア
北陸）、東芝モバイルディスプレイ（旧東芝松下ディスプレイテクノロジー）、加賀東芝エ
レクトロニクス、ソニーケミカル&インフォメーションデバイス根上事業所（旧ソニー根
上工場）、クオリカ（旧コマツソフト）など、多くのIT関連企業の県内誘致につながり、そ
の結果さらに本県のIT産業が厚みを増し、幅を広げたことはいうまでもない。

オンライン織布工場管理システム（『石川産業勃興記・IT産業編』）
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PC-9800シリーズ用増設メモリボード

（アイ・オー・データ機器本社）




